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第２章 欧州の建設業の安全衛生調査 

 

Ａ．研究目的 
  
東京オリンピック 2020 の会場整備、イン

フラ整備等の事業において、労働災害をで

きる限り低減させることも視野に、本研究

では、海外（英国及び仏国）の行政施策等の

効果を調査することを目的とした。 
英国はロンドンオリンピック2012の会場

整備、インフラ整備等の事業に関わる死亡

災害をゼロにした経緯がある。また、英国は

いち早く発注者や設計者への責務を施工者

の責務とともに罰則付きで規定した国でも

ある。同規則は、建設（設計とマネジメント）

規則(Construction (Design and Management)  
 
 

Regulation、以下「CDM」という。）1)という。 
同規則は、1994 年に初めて発出され、2007
年、2015 年と改正されている。同規則の抜

粋 2)を表-1 に示す。同規則についてもその

内容や改正経緯も含めて調査した。 
また、仏国はヨーロッパ連合における EU

建設現場安全衛生指令（92/57/EEC）3)のもと、

安全衛生調整者等を導入している。同 EU 指

令は、個別指令に当たる。EU 加盟国は、原 
則として基本指令及び個別指令を国内法に 
取り入れる義務がある。表-2 に同指令の抜

粋 2)を掲載する。 

 

 

第 2 部 
発注者の責務 
プロジェクトの管理に関する発注者の責務 
4. 
（1）発注者は，プロジェクトの管理に関して，十分な工期や資金を割り当てるなど，適

切な取決めを設定しなければならない。 
（2）適切な取決めとは，以下の事項が確実に行われるものをいう。 
（a）当該プロジェクトの影響を受ける者の安全衛生に危険を及ぼすことなく，合理的に

実行可能な範囲で建設工事を実施できること，及び 
（b）別紙 2 により義務付けられる設備が，建設工事を行う者に対して提供されること。 
（3）発注者は，当該プロジェクトの全期間にわたって当該取決めを管理し見直さなけれ

ばならない。 
（4）発注者は，当該プロジェクトに関して指名した設計者及び請負業者又は指名するこ

とを検討している設計者及び請負業者全てに対して建設前の情報を可能な限り速やかに

提供しなければならない。 
（5）発注者は，以下の事項を保証しなければならない。 
（a）建設段階の開始前に，請負業者が 1 社の場合には請負業者に，そうではない場合に

は元請業者に建設段階計画書を作成させること，及び 
（b）主設計者は，当該プロジェクトのために安全衛生ファイルを作成する。当該安全衛

生ファイルについては，以下の事項に従うものとする。 
（中略） 

 
  

 

表-1 英国の建設（設計とマネジメント）規則 2015 の抜粋（日本語訳）2) 
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（6）発注者は，以下の事項を保証するために合理的な措置を講じなければならない。 
 （中略） 
（7）発注者は，建築物に対する自己の権利を処分する場合，当該建築物に関する発注者

の権利を取得する者に対して安全衛生ファイルを提供し，当該者に当該ファイルの性質

及び目的を認識させることにより上記第 5 項第 b 号（iii）に規定される義務を遵守する。 

第 3 条 
安全衛生調整者の指名－安全衛生計画－事前通知 
1. 発注者またはプロジェクト管理者は，複数の工事請負業者が存在する建設現場に対

して，第 2 条第 e 号および第 f 号に定義される安全衛生問題の調整者を 1 名以上指名す

るものとする。 
2. 発注者またはプロジェクト管理者は，建設現場の準備前に第 5 条第 b 号に従って安

全衛生計画を作成することを保証するものとする。 
▼C2 
加盟国は，経営陣と全従業員との間で協議が行われた場合，第 1 項の規定を一部修正す

ることを認めることができる。ただし，以下のいずれかが問題となっている場合を除く。 
－別紙 II に列記される特定のリスクが伴う工事 
－本条第 3 項に従って事前通知が必要となる工事 
▼B 
3. 以下のいずれかに該当する建設現場の場合， 
－工期が 30 営業日を超える予定で，20 名超の労働者が同時に作業を行う建設現場 
－工事の規模が 500 人日を超える予定の建設現場 
顧客またはプロジェクト管理者は，別紙 III に従って作成した事前通知を工事の開始前に

管轄当局に伝達するものとする。 
事前通知は，建設現場にわかりやすく掲示し，必要に応じて定期的に更新しなければな

らない。 
 
第 4 条 
プロジェクトの準備段階：一般原則 
プロジェクト管理者または場合に応じて発注者は，プロジェクトの設計および準備の 

表-2 EU 建設現場安全衛生指令(92/57/EEC)の抜粋（日本語訳）2) 



11 
 

 

 

Ｂ．研究方法 

 
１．英国調査の概要 

2015 年 9 月 7 日～9 月 11 日という日程

で、英国の建設業における安全衛生の考え

方を調査するため、同国のバクストン及び

ロンドンの安全衛生機関等を訪問した。 
本調査対象は多岐にわたり、英国の安全

衛生庁（Health & Safety Executive、以下「HSE」
という。）、安全衛生研究所（Health & Safety 
Laboratory、以下「HSL」という。）、労働組

合会議（Trades Union Congress、以下「TUC」
という。）、英国産業連盟（Confederation of 
British Industry、以下「CBI」という。）等で

ある。 
調査は、近畿大学や厚生労働省とともに

実施した。 
HSE 及び HSL との意見交換の様子を図-1

に示す。場所は英国のバクストンにある

HSL である。また、TUC との意見交換後に

撮影した写真を図-2 に示している。場所は、

ロンドン市内にある TUC である。 
 
２．仏国調査の概要 

2017 年 10 月 30 日～11 月 3 日という日程

で、仏国の建設業における安全衛生の考え

方を調査するため、同国のパリおよびナン

シーにある安全衛生機関等を訪問した。 
本調査対象は、仏国の安全衛生研究所

（The French National Research and Safety 
Institute for the Prevention of Occupational 
Accidents and Diseases、以下「INRS」という。）、

建設業労働災害防止協会（Organization for 
Prevention of Occupational Hazards in the  

 

 
 

 
 

 
 
図-1 HSE 及び HSL との意見交換（HSL
にて） 

 
 
 

 
 
図-2 TUC との意見交換（TUC にて） 

 
 

様々な段階，特に以下に記載する時点で指令 89/391/EEC に記載される安全衛生に関す

る予防措置の一般原則を考慮に入れるものとする。 
－同時にまたは立て続けに実施される工事の様々な事項または段階を計画するために，

建築上の事項，技術的事項や組織的事項が決定された時。 
－当該工事または工事段階の完了に要する期間を見積もる時。また必要と考えられる場

合にはその都度，第 5 条第 b 号もしくは第 c 号に従って作成されたかまたは第 6 条第 c
号に従って調整された一切の安全衛生計画およびファイルを考慮に入れるものとする。 



12 
 

Construction Industry、以下「OPPBTP」とい

う。）である。その他、OPPBTP の紹介でシ

ョッピングセンターの拡張建設工事、ビル 
のリニューアル工事の現場を見学した。 
 
 
 

 
 

図-3 INRS の施設見学の様子 
 
 
 

 
 
図-5 ショッピングセンターの拡張工事現 
   場 
 
 

調査は、大幢、吉川、豊澤が実施した。INRS
の施設見学、OPPBTP との意見交換、現場見

学の様子を図-3～図-6 に示す。 
 
 
 
 

 
 

図-4 OPPBTP との意見交換 
 
 
 

 
 

図-6 ビルのリニューアル工事現場 
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表-3 ロンドンオリンピック 2012 に係るリスク低減に重要な影響を与えた責任者とその

役割と影響（発注者と安全衛生調整者） 
責任者 役割と影響 

発注者 • ODA は、安全衛生が最初からその最優先事項であると述べ、一貫してこのメッセージを強調

してきた – ODA の影響と強いリーダーシップは、本プロジェクトを通じて常に引き合いに出

されてきた 
• ODA は、人々がオリエンテーション、ツールボックス会議および行動の安全衛生イニシアチ

ブに参加するための時間と費用を与えた –これは、関与と文化の改善に役立った 
• ODA は、CDM 2007 戦略の策定に影響を与えた - この戦略は、CDM 2007 の基本的要件の範

囲を超えた 
• パッケージごとに ODA スポンサーが任命された – 彼らは、CDM 発注者として機能した 
• CLM は、オリンピック・パークに CDM インテグレーターを配置した – 共通のアプローチ

で、均一に高い水準の CDM 調整をもたらすことを目的として、安全衛生調整者を管理するた

め。CLM は、施工者間からなるコンソーシアムである ODA の実施パートナーである。 
• ODA は、安全衛生調整者を比較的早期に任命した – 設計工程の早い段階において、または

設計・建設チームの一員として 
• CLM は、安全衛生調整者の資質と能力を積極的に監視した - さらなる資質または能力が必

要とされた場合、CLM は、安全衛生調整者に不足分を補うよう要請した 
• CLM は、設計者による職場規則の遵守を監査した - 設計において職場規則の要件が満たさ

れたか確認するため 
• ODA/ CLM は、適正能力の把握に焦点を当てた – ロンドンオリンピック 2012 に関して、す

べての組織と個人に必要とされる能力レベルが、複雑な建設計画に適合するレベルに設定さ

れた 

安全衛生調

整者 
• 安全衛生調整者の継続性は、設計および施工フェーズの両方において同じ CDM 調整チーム

を用いることによってもたらされた－設計段階の情報および検討を施工チームが利用できる

ように 
• 安全衛生調整者は施工フェーズ計画の監視を行った - プロジェクト期間中、計画が「生き

た」文書のままであるように 
• 安全衛生調整者は、毎月集まった – 作業に関する意見交換および見直しを行い、教訓を共有

するため 
• 安全衛生調整者は、月次報告書を提出した – 設計チームが、パッケージの施工者、ユーザー

および保守管理者に対する安全衛生リスクの除去および低減に協力して取り組んでいること

を実証するために 
• 安全衛生調整者は、設計審査プログラムを設けた – 審査プログラムは、各プロジェクトのデ

ザイン・ディベロップメントに適合していた（例えば、重要な問題や懸念に対処するため、

またはその問題に先立ち、設計者のアウトプットの形式的な設計段階審査に着手するた

め）。そして、設計審査が行われた際には、安全衛生調整者が主導した 
• 統合リスクレビューが行われた – コスト、計画、技術および安全衛生リスクが同時に考慮さ

れた 
• 安全衛生調整者は、設計段階の間に、問いかけ機能を設けた – これには、通常、早い段階か

ら設計ミーティングに参加し、設計者に対し、具体的な問題を考慮したのか、または提案さ

れたアプローチはとるべき最善のアプローチなのかについて厳密に問いかけることが含まれ

た 

• 安全衛生調整者は、適正能力の把握に焦点を当てた – ロンドンオリンピック 2012 に関して、

すべての組織と個人に必要とされる能力レベルが、複雑な建設計画に適合するレベルに設定さ

れた 
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  表-4 ロンドンオリンピック 2012に係るリスク低減に重要な影響を与えた責任者とその役

割と影響（設計者と主施工者） 
責任者 役割と影響 

設計者 • 調整および協力が十分に行われた - 特に、設計者と施工者の間で 
• 安全衛生調整者が推進した設計審査の結果として、変更が行われた – 当初の提案と比較して、

リスクを軽減する施工または運用方法の選択につながった 
• 設計者は、すべての図面に SHE ボックスを採り入れた – 安全・衛生・環境（safety-health-

environment:SHE）リスクボックスが、すべての標準的な図面テンプレート上に設けられ、有能

な施工者には稀なまたはなじみのないリスクを挙げること、または「有能な施工者にとって目立

ったまたはなじみのないリスクはない」と述べることを義務付けた 
• 統合リスクレビューが行われた – コスト、計画、技術および安全衛生リスクが同時に考慮され

た 
• レガシー利用に関する運用、アクセスおよびメンテナンス問題も重要視された – したがって、

存続期間にわたるリスクが軽減した 
設計上の決定に起因する具体的なリスク低減対策（多くの場合、施工者と協力して取られ

た）には以下が含まれた。 
• 橋カンチレバー支持システム – 高所作業および過度なコンクリートへの穴あけを回避するため 
• メンテナンスのためのアクセス – 最初から組み込まれた 
• 現場外組み立て – 高所作業を含む現場での建設作業を最小限に抑えるため 
• 鉄加工業者との早期関与 – ビルダビリティーの強化を組み込むためであり、これによって、組

み立て・施工に係る時間を節約し、組み立て・施工リスクへの暴露を軽減した 
主施工者 • ティア 1 施工者はそれぞれ、怪我や健康障害を減少させるための独自の取りの取り組みや目標

を有していた – 取り組みはすべてタイトルこそ異なるものの、目的は共通していた 
• 統合リスクレビューが行われた – コスト、計画、技術および安全衛生リスクが同時に考慮され

た 
• 調整および協力が十分に行われた - 特に、設計者と施工者の間で 
• 多数の地区と引き継ぎ – 各作業現場に主施工者が配置されるとともに、オリンピック・パーク

が、関連する主施工者に引き継がれ、関連する情報とともに再び返還される多数の地区（land 
area：LA）に分割されるようにした（例えば、会場に隣接する橋台の建設のため） 

• ティア 1施工者は、他の場所で得た教訓を他のティア１施工者と共有した – ティア１施工者

は、教訓をロンドンオリンピック 2012において適用しただけでなく、より広範な業務において

も普及させた 
• 作業員が関与し、安全衛生に関する意見提供が求められた– 作業員は、見解および意見を求めら

れ、誰もが自分自身や他人に対して責任を負っており、危険とみなす場合はその作業を停止する

ことができるということを認識させられた。関与は、ボトムアップ方式で行われた 
• 上級管理者による作業員への関与 – これにより、メッセージを伝達し、安全衛生がどれ程重要

視されているかを示すことができると考えられた。 
• ニアミス報告システム – これは文化を変えるのに役立った。当初、ニアミス報告への懸念（ニ

アミス報告が管理者または作業員によってトラブルメーカーとみなされる場合）があり、立ち後

れたものの、システムは認められるようになり、報告されるニアミス件数は著しく増加した 
• 行動の安全衛生計画 – 人々（あらゆるレベルおよび分野の）の安全衛生および自分自身や他人

への責任に対する見方を変えることにより文化を変えることを目指した 
• 高水準の監視 – 監督者は、トレーニングを受けており、現場作業員がその日に何を求められて

いるか自覚するよう、彼らに対して日々の活動の説明を行った 

• 主施工者は、適正能力の把握に焦点を当てた – ロンドンオリンピック 2012に関して、すべての

組織と個人に必要とされる能力レベルが、複雑な建設計画に適合するレベルに設定された 

• 発注者への引き継ぎのため、主施工者によって安全衛生ファイルが準備された – これらは、CLM

が定める標準的な現場共通形式で作成され、関連する安全衛生調整者に提出された 
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Ｃ．研究結果 

 

１．英国調査結果 
英国では、「リスクを発生させる人又は組

織が、リスクを除去又は低減する責任を負

う。」という大原則がある。「リスクを発生さ

せる人又は組織」とは、オリンピック等の会

場整備やインフラ整備事業等では、発注者

に当たる。なぜなら、発注者が、土地を整備

し、そこに構造物を建設する事業を興すか

らである。そのように考えると、確かに存在

していなかったリスクが、発注者によって

発生するわけであり、発生させた本人又は

組織自体がそれを管理（除去又は低減）する

ことは理にかなっている。ただし、発注者は

往々にして専門的な知識を有していないた

め、設計者、施工者、作業員等と協力してリ

スクを管理する。 
そのような考え方もすぐに生まれてきた

わけではなく、CDM が初めて発出されたの

が 1994 年ですが、2000 年まではそれがあま

り受け入れられることもなく、効果が見ら

れなかったそうである。長期的には減少に

向かっていた労働災害であったが、2000 年

にかけて反対に死亡災害が増加し、1 つの現

場で 4 名もの尊い命が失われる事故も発生

した。その事故は、当時のトニー・ブレア政

権の副首相であったジョン・プレスコット

（John Prescott）の選挙区で発生したため、

ジョン・プレスコットは非常にショックを

受け、業界団体の CEO を集めた会議を開催

した。同会議で、建設工事中の死傷災害の被

災者、被災者の所属する企業の CEO、被災

者の家族等のインタビュー動画 4)を流した。

そのインタビュー動画は、非常にパワフル

で、それを見終わった会場が数分間静寂に

包まれたということである。今回インタビ

ューした HSE、HSL の担当者らが言うには、

そこで英国における「Safety Culture（安全文

化）」が変わったと感じたということであっ

た。 
現在の英国の「Safety Culture（安全文化）」

とは、発注者、設計者、施工者、作業員が自

ら安全衛生について真摯にとらえ、リスク

を洗い出し、リスクを除去又は低減するた

めにどうしたら良いかを真剣に考え、共同

で取り組むことである。 
それ以降、政府（HSE や HSL）と業界団

体が一丸となって、安全衛生に取り組むこ

ととなった。そのような中、HSE は、ロン

ドンオリンピック 2012 の準備をおよそ 6 年

前から始めている。CDM が改正されたのも

2007 年であるため、おそらくロンドンオリ

ンピック2012を見据えてのこともあったと

推察される。ロンドンオリンピック 2012 の

準備に当たって HSE が具体的に実施したこ

とは、オリンピック開発庁（Olympic Delivery 
Authority、以下「ODA」という。）を発注者

として、発注者が開催する連絡協議会等に

積極的に参加し、安全衛生を支援したこと

である。連絡協議会は、発注者、設計者、施

工者等で構成され、考えうる全てのリスク

を洗い出し、それらリスクの除去又は低減

を図ることを目的とした。ここで重要なこ

とは、HSE がリスクの責任を負うわけでは

ないことである。先述したように、あくまで

リスクの所在は、リスクを発生させる人又

は組織にある。HSE の役割は、リスクの洗

い出し、リスクの除去又は低減を促すこと

である。 
このように政府と業界団体が一体となり

安全衛生に取り組んだことで、死亡災害は

ゼロになった。延べ労働時間数は約 8000 万

時間にのぼったが、傷害・疾病・危険発生報

告規則（Reporting of Injuries、 Diseases and 
Dangerous Occurrences Regulations）に基づい

た報告もわずかに 150 以下に留まり、度数

率もわずか 0.16 であった。 
一方、CDM2007 には特徴的なことが見ら

れる。それは CDM coordinator（以下「安全

衛生調整者」という。）を設けたことである。

発注者は往々にして専門的な知識を有して

いないため、安全衛生調整者は発注者への

アドバイスを行うとともに設計者、施工者

等と発注者との連絡調整も行っていた。 
それぞれ、発注者、安全衛生調整者、設計

者、施工者等のロンドンオリンピック 2012
における役割と影響については、「London 
2012: The Construction (Design and 
Management) Regulations 2007 Dutyholder 
roles and impact」5)という HSE の報告書に詳

細にまとめられている。表-3～表-5 はそれ

らの一部を抜粋したものである。また、CDM
から得られた利点についても表-6 と表-7 に

まとめられている。 
ただし、安全衛生調整者は、コンサルタン
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トが主に担っていたため、担当する建設プ

ロジェクトに共同に取り組むという意識を

生まず、どちらかというと第 3 者的な役割

に留まり、うまく機能しなかった例が多く

見られた。 
そこで、実質的に建設プロジェクトに共

同で取り組むため、CDM2015 では、安全衛

生調整者を廃止し、新たに Principal Designer
（主設計者）という役割を与えた。主設計者

は、建設プロジェクトの設計を担うだけで

なく、安全衛生調整者の役割であった発注

者へのアドバイス、設計者や施工者間の連

絡調整の役割も担う。 
CDM の改正のように、英国では、規則に

関しても PDCA（Plan、 Do、 Check、 Act）
が徹底している。つまり、規則を企画・立案

（Plan）し、実行（Do）し、チェック（Check）
する。その規則に改善の余地が認められれ

ば、より良いものへ改善（Act）する。Act は
何かしらの動きであるため、継続も含まれ

ると考えられる。 
ただし、これらを含めた HSE の行政施策

は、TUC や CBI へのインタビューによると、

必ずしも良い面ばかりではない。HSE では

公認実施準則（Approved Code of Practice、以

下「ACOP」という。）という実施準則があ

る。ACOP とは、法律を遵守する方法につい

てアドバイスを与えるもので、規則で「適切

かつ十分な（suitable and sufficient）」などと

いう表現が使われている場合、ACOP では

この表現が具体的な状況の中でどのような

ことを求めているかを説明している。 
HSE では ACOP の数を減らそうという動

きがある。TUC は労働者の団体ですから、

法律や規則をわかりやすく解説した ACOP
が減ると困る。一方、CBI は大手企業の団体

であるため、よりビジネスチャンスを考え

ており、少しでも HSE による規制は少ない

方が良いと思っている。CBI が言うには、

ACOP には満足しているが、これ以上の事

務の増大は望ましくないと思っているよう

である。CDM2015 についても今までの規則

（CDM2007）で満足していたにも関わらず、

また改正され、また新たな書類作成作業が

増えるのではないかと懸念しているとのこ

とであった。 
さらに、HSE の監督官が建設工事現場を

視察し何らかの安全衛生の向上を指導した

場合、指導された側はその監督官の時間給

を支払わなければならない。今まで築き上

げてきた業界団体と HSE との信頼関係がこ

れにより少しずつ失われているようである。

つまり、HSE が PDCA を回し安全衛生の理

想像へ近づけるスピードとそれを実行する

業界団体の側に隔たりが生まれつつある。 

表-5 ロンドンオリンピック 2012 に係るリスク低減に重要な影響を与えた責任者とその

役割と影響（施工者） 
責任者 役割と影響 

施工者 • 施工者は設計段階で参加した – そして、彼らの経験は、建造物の建築をより容易かつ安全に

するために用いられた 
• 調整および協力が十分に行われた - 特に、設計者と施工者の間で 
• 高水準の監視 – 監督者は、トレーニングを受けており、現場作業員がその日に何を求められ

ているか自覚するよう、彼らに対して日々の活動の説明を行った 
• 作業員が関与し、安全衛生に関する意見提供が求められた– 作業員は、見解および意見を求

められ、誰もが自分自身や他人に対して責任を負っており、危険とみなす場合はその作業を

停止することができるということを認識させられた。関与は、ボトムアップ方式で行われた 
• 行動の安全衛生計画 – 人々（あらゆるレベルおよび分野の）の安全衛生および自分自身や他

人への責任に対する見方を変えることにより文化を変えることを目指した 
• ニアミス報告システム – これは文化を変えるのに役立った。当初、ニアミス報告への懸念

（ニアミス報告が管理者または作業員によってトラブルメーカーとみなされる場合）があ

り、立ち後れたものの、システムは認められるようになり、報告されるニアミス件数は著し

く増加した 
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２．仏国の調査結果 

仏国の INRS との意見交換会の際の議事

録を下記に列挙する。 
 
（１）INRS 本部（フランス、パリ）の調査

議事録 
日時：２０１７年１０月３０日（月） 
場所：INRS 本部（フランス、パリ） 
参加者：  General Management Directorate, 
Head of International Relations Unit、豊澤、大

幢、吉川 
要旨： 
• INRS の設立は１９４７年。元々は INS
（National Safety Institute）として設立。

Social Security の国民健康保険の基金によ

り設立。現在も資金の９７％が Social 
Security の基金である。１年間に約８１０

０万ユーロ。２０１７年でちょうど７０

周年記念。 
• Social security には、年金、健康保険、失

業保険と労災保険の４種があり、INRS の

予算は労災保険からのものである。全て

の事業は労災保険を納める必要がある。

日本と同じような制度のようである。 
• 設立当初 INS に研究部門がなかったが、

１ ９ ６ ８ 年 に CERPAT （ Studies and 
Research Centre for Prevention of 
Occupational Accidents）と統合し、INRS と

して研究も対象としている。 

表-6 競輪場の屋根の建設において、CDM 2007 から得られた利点 
要件 • サイクルトラックの形状に沿った屋根 

• 過密計画内での完了 

複雑化させる要因 • 屋根の形状が複雑である 

解決策 • 当初、ケーブルネット法が検討されたが、鋼板製屋根を支持して、建設計画のリスクと

コストの観点から考慮に入れられなかった 
• 主施工者が任命された際に、統合チームは、ケーブルネット屋根の設計を再検討し、ケ

ーブルネット屋根はわずかに高価であるものの、大きなメリットを有することが分かっ

た 

ケーブルネット案

の利点 
• 建設計画が 6 ヶ月短縮された 
• 組み立てを地上で行い、所定の位置にジャッキで上げることができるため、高所作業の

必要がなくなった 
• 屋根はメンテナンスフリーであるため、運用中の高所作業の必要がなくなった 

チームメンバーか

らのコメント 
• 施工者も設計者も、自分たちだけでは最終的な解決策を考え出すことができなかったで

あろう。統合チームは、最善の解決策をもたらした 
• 顧問形態で活動する HSE からの情報は貴重であった 

 

表-7 鋼箱桁橋梁の建設において、CDM 2007 から得られた利点 
要件 • 安全、迅速かつ費用効率良く建設できる橋 

複雑化させる要因 • 設計が開始されていなかったため、鋼加工業者がまだ任命されていなかった 

解決策 • 一部の橋梁構造物の設計者は、最善の解決策と幾何学的配置を確認するために、非常

に早い段階で鋼加工業者と協議を行った 

鉄加工業者との早い

段階での協議におけ

る利点 

• これらの橋梁設計の組み立ておよび施工に関して言えば、彼らはすでにビルダビリテ

ィーの強化を組み込んでおり、したがって、組み立て・施工に係る時間は節約され、

組み立て・施工リスクへの暴露は軽減される 

チームメンバーから

のコメント 
• 設計者が加工業者との協議においてイニシアチブを取っていなかったならば、橋には

大幅な再設計（遅延を伴う）が必要であったか、橋の組み立てにはより多くの時間を

要し、施工にはより多くの費用がかかっていた可能性がある。 
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• INRS では、パリに２０９名の職員、ナン

シーに３７１名の職員。そのうち、２４０

名が研究者・技術者で、研究者・技術者は

すべてナンシーにいる。（２０１６年現在） 
• Social Security は Ministry of Health（厚生

省）の機関であり災害統計なども扱う。 
• INRSはほぼ全ての産業を対象としている

が、農業、行政機関、鉱業については別の

機関が対象としている。建設部門につい

ては INRS だけでなく、OPPBTP も建設部

門を対象にしている（研究は INRS のみ）。 
• INRS は主に４つのミッション（部門）か

ら成り立っている。研究（research）、アシ

スタンス(assistance)、教育(training)、情報

(information)である。ミッションのエフォ

ートとしては、それぞれ研究４２％、アシ

スタンス２５％、 Training １１％、

Information１５％である。国際活動とコミ

ュニケーション（International activities and 
communication）は７％である。 

• アシスタンスとは、民間企業、団体、個人

等から問い合わせが来た際に対応する部

門である。例えば、アシスタンスには、３

つの専門部署があり、医学的なアドバイ

ス、技術的なアドバイス、書類や法律・規

則的なアドバイスを対象とする部署であ

る。アシスタンスのミッションに従事す

る職員は８０～９０名程度である。年間

約１２，３００件もの問い合わせがある。 
• 教育は、パリでも実施しているが、メイン

はナンシーである。ナンシーには様々な

設備があるからである。教育は、INRS だ

けではなく、他団体も実施しており、フラ

ンス全国に約１８０もの教育機関がある。 
• 情報のミッションに従事する職員は約６

０名程度である。フランス国内用とは、内

容の異なる英語版の WEB ページを作成

しており、毎年 600 万件のアクセスがあ

る。 
• フランスは週に３５時間以上働いてはい

けない。３５時間を超えた場合は、その分

を次週以降で休むことになっている。管

理職、弁護士などは３５時間以上働いて

いる。日本のような長時間勤務による過

労死はフランスではない。ただ、夜間勤務

などのタイムシフトの影響については研

究の対象である。 
• フランスの人口は約６７００万人であり、

そのうち社会保険（General Social Security 
Scheme）に加入している労働者は１８６

０万人である。企業等の団体は約１７０

万～２２０万である。 
• Ministry of Labour が法律、規則等を策定す

る。 
• フランスでは第３次産業が３分の２を占

める。第三次産業と中小企業（SMEs）を

合わせると約９８％を占める。中小企業

は２５０人未満の会社である。 
• 研究のミッションでは、２０１６年現在、

９２の研究プロジェクト、２１の特別研

究 室 があ る 。対 象は Chemical risks, 
Epidemiology, Physical stressors, 
Accidentology, Mechanical hazards, 
Occupational psychology and physiology, 
Risk assessment and management である。２

０１６年現在、１４９の原著論文、１８７

のシンポジウム・会議論文を発表してい

る。 
• 教育のミッションでは、 Ministry for 

Education ともパートナーシップを締結し

ている。 
• 労働者 50 人以上の事業者は、安全衛生委

員会を持つ必要がある。ユーバリゼーシ

ョン（ウーバーの台頭など、企業に属さな

い働き方が増えてくることを表す表現）

などにより、INRS が対応しなくてはいけ

ない問題が変化すると予測される。2040
年までにどのような社会、働き方が変わ

るのかを予測し、シナリオを作って対応

することとしている。 
 
（２）INRS（フランス、ナンシー）の調査

議事録 
日時：２０１７年１０月３１日（火） 
場所：INRS（フランス、ナンシー） 
参 加 者 ：  Director General, General 
Management Directorate, Head of International 
Relations Unit、豊澤、大幢、吉川 
• 10.45AM – 11.20AM Pollutants Metrology 

Division Build. 05 Electronic microscope, B. 
Courrier 
電子顕微鏡等 3 台の顕微鏡のある研究室

を見学。ナノ物質の観察、アスベストの粒

子形状、粒子径、構成原子等を計測できる。

アスベストは気中にあるもののみを対象

としていた。 
• 11.30AM –  12.10AM  Nano laboratory 
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Build. 21 Toxicology and metrology studies, B. 
Courrier, P. Campo, L. Gaté  
ナノ粒子の径、粒度分布、個数等を測定す

る装置、ナノ粒子を発生させる装置、ダス

トネスを計測する装置などを見学。また、

マスクの機能を確認するための回流型の

風洞装置を見学。ナノ粒子を風洞内の気

流に噴霧し、マスク内外のナノ粒子の気

中密度を計測することでマスクの機能を

評価。デンマーク、フィンランド、ドイツ、

ポーランドなどと協力して研究を実施し

ているとのこと。 
 昼食までの間、INRS の出版物やポスタ

ーを管理する建物を見学した。非常に多

くの種類の出版物やポスターがあり、民

間企業に全て無料配布するとのことであ

る。ポスターは年間６０万部出るそうで

ある。 
• 2PM –  2.30PM  Ototoxicity and 

Neurotoxicity Laboratory Build. 05，P. Campo 
騒音が難聴に及ぼす影響について、顕微

鏡を用いてマウスの耳を詳細に分析する

ことで研究を進めていた。難聴は騒音だ

けでなく有機溶剤によっても助長される

ことを明らかにしていた。 
• 2.35PM –  2.55PM  Work Equipment 

Engineering Division Build. 27 Collaborative 
robots, A. Sghaïer  
製造業における機械と人との共存を具現

化している装置を見学。 Industry4.0，
Safety2.0 にも繋がる装置。本装置は、製品

の合否判定を実施する装置であった。合

格であれば、製品が籠の中に整理整頓さ

れるが、不合格であれば別の個所に抽出

される。本装置は作業員と完全に隔離さ

れているわけではなく、作業員は機械の

動作環境の中に比較的自由に出入りがで

きる。作業員は籠の中に整頓された製品

を回収するため、不合格製品の確認のた

めに、機械の動作環境に立ち入るが、その

時、機械は動作を緩慢にし、いつでも静止

できるような状態にする。もし仮に作業

員が少しでも機械の動作半径に入った場

合には直ちに機械は動作を停止する。作

業員の検知には、セーフティーライトカ

ーテンやスキャナーを使用していた。こ

のように機械を完全に隔離するわけでは

なく、機械と人との共存を図る装置が実

際に具現化していた。 
• 3PM –  3.30PM  Working Life Division 

Build. 26 Exoskeletons, A. Aublet-Cuvelier, JJ 
Atain-Kouadio 
作業員を Exoskeleton により補佐する装置

を見学。製造業だけでなく建設業におい

ても Exoskeleton は使用されており、重い

物を持ち上げる作業等、作業員の身体的

な負担を軽減させていた（見学した装置

は 15kg まで使用可能）。同装置はすでに

現場でも実用を開始しており、今後の展

開が期待される。 
• 3.30PM End of the visit. 
全体的な印象としては、安全よりも衛生

にシフトしているという印象を受けた。

安全についてはリスクをある程度のレベ

ルまで下げることができているので、今

後は衛生面という印象を受けた。 
  

（３）OPPBTP（フランス、パリ）の調査議

事録 
日時：２０１７年１１月２日（木） 
場所：OPPBTP（フランス、パリ） 
参 加 者 ： Directeur Technique adjoint, 
Responsible d’operation, Etues des Conditions 
de Travail、豊澤、大幢、吉川 
 
①Directeur Technique adjoint のプレゼンテー

ション（OPPBTP の活動について） 
• OPPBTP の設立は１９４７年。当初は、リ

スク対策と規制により建設業界をコント

ロールしようとしていた。１９８５年、規

制によるコントロールを避け、安全衛生、

作業環境を改善するようにシフト。２０

０７年には、建設業界の全てのパーティ

ーにミッションを拡張し、また国内だけ

でなく EU（ヨーロッパ連合）の次元にま

で拡張。 
• OPPBTP は国家的な委員会、１８の地域、

３３０の職員、４５００万ユーロの資金

から成り立っている。建設現場での活動

や企業と密接に連携している。 
• フランスでは２０１４年現在、４１０，０

００の企業、１，２８５，０００の建設労

働者（全労働人口の８．８％）、２０人未

満の建設労働者である企業が９７％を占

める。 
• しかしながら、２０１６年でもまだ、１２
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９，１９０の労働損失時間、１１６の死亡

者が発生している。１０万人当たりの死

亡率（Fatality rate）でみると、約９．０で

ある。死亡者数には交通事故も含めてい

る。しかしながら、一人親方を含めていな

い。 
• 建設業では、他の産業よりも労働損失時

間、死亡者数ともに多い状況にある。２０

０９年の時点で建設業では全労働災害に

よる死亡者数の２７％を占め、労働損失

時間にすると１８％を占める。 
• OPPBTP のミッションは３つある。建設業

におけるリスク対策、安全衛生、作業環境

の改善を INFORM（知らせること（普及さ

せること））、TRAIN（教育すること）、

ADVISE（アドバイスすること）である。 
• OPPBTP では年間６，０００社くらいを訪

問（ADVISE）。毎年、約１５，０００人を

教育する（TRAIN）。月刊誌、ウェブサイ

ト、ガイド、技術カード等々を発行

（INFORM）。 
• 人生における１００分間と銘打って、

National information campaigns を実施して

いる。中小企業に困っていること等を話

してもらい、それを解決するような活動

を実施している。28％が若者の事故のた

め、若者も主な対象。 
• アドバイスするときは、規制するのでは

なく、生産性、経済性、効率を向上させる

ように働きかけている。例えば、資金を投

資したとしても、それは２～４年で還元

されることを示すようにしている。以前

は、不備、対策不足等を指摘してきたが、

positive approach として、今は、上述のよ

うに経済効果を強調している。 
• 後日、調査者が準備したアンケートに回

答があった。参考資料として示す。 
 
②豊澤所長のプレゼンテーション 
日本の現状とこれからの安全衛生の方向

性を発表。Top down アプローチとBottom up
アクティビティの融合。建設工事での安全

衛生に東京オリパラへの取り組みの紹介。 
 
③フリーディスカッション 
• 日本では、発注者、設計者、施工者がいる

という構図だが、フランスでは、発注者、

安全衛生調整者、設計者、施工者という構

図である。発注者が代理 A.M.O（発注者補

佐）を立てる場合もある。施工者の他に工

程管理者、技術管理者がいる場合もある

が、それらを内包した形の施工者もある。 
• 発注者の役割と責務、設計者の役割と責

務は法律で罰則規定付きで規制されてい

るが、実態は施工者に安全衛生管理を任

せている状況である。発注者が工期を決

定するなど、日本と同様にフランスの発

注者も強い権限を持っているような状況

という印象を受けた。事故が発生した際

の責任も、多くの場合、施工者に罰則が科

される。 
• 設計者は建設工事中の安全衛生を考慮す

るような体制にはなっておらず、ほとん

どが施工者任せである。したがって、設計

段階からのリスクマネジメントは特に実

施 し て い な い 。 た だ し 、 Building 
Information Model（BIM）がそれに変わる

ものと捉えている。BIM とは、時間の経過

とともに建設過程を３D グラフィックス

で示すことである。つまり４次元の建設

情報モデルである。現在、政府がゼネコン

１０社を集めて病院を建設するプロジェ

クトを立ち上げ、パイロットスタディー

を開始している。２０１７年９月からス

タートし、２０１８年３月までに結果を

出す予定である。その中には、ソフトウェ

ア開発企業も参画している。 ABV
（Advanced Building Virtualisation）プロジ

ェクトという名前である。同プロジェク

トの目的は、誰もが使える BIM ソフトウ

ェアを作成することである。設計段階か

ら施工プロセスを含めた 4 次元の BIM を

作成することができれば、安全衛生が飛

躍的に向上すると考えられる。 
• フランスの発注方式としては、日本と同

様に、設計施工分括発注方式が多い。 
• 発注者が設計に入る前にまず安全衛生調

整者を雇用する。安全衛生調整者は請負

業者が１社であれば雇わない。２社以上

の請負業者がいる場合に発注者が安全衛

生調整者を雇用する。 
• 安全衛生調整者の役割は、作業内容、仮設

設備、仮設住宅、フェンス、一般安全管理

等を含めた一般的な計画（general plan of 
coordination）を作成し、同計画は発注時に

（入札公告に）添付される。発注先が決定
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した後は、同計画と実際の施工が合致し

ているかチェックする。また、建設工事が

終了した後のメンテナンス（維持管理）も

考慮しなければならない。ただし、解体ま

では考慮していない。解体の場合は多く

の場合、１社が請け負うからである。設計

でも解体までは考慮していない。 
• フランスでは建設経費に安全管理費（安

全対策経費）を含めているが、日本と同様

に具体的な安全対策の内訳を見積に記載

するようにはなっていない。入札・応札で

は、発注者は多くの場合、安価な業者を選

定する。その場合、安全対策の内訳を目に

見えるような形で提示していると、安全

対策経費を適切に計上していないことが

明るみになる場合があるため、発注者は

安全対策の内訳を明確化することを敬遠

する。 
• 事故は正しい作業法を知らないことから

起こることから、現場での 15 分間の訓練

を提供している。 
• ８０～４００人規模の事業所では安全衛

生選任者が選任されている。２００～２

５０人の専門集団が組織されている。 
 
④ Responsible d ’ operation, Etues des 
Conditions de Travail のプレゼンテーション

（人間工学的なアプローチ） 
• OPPBTP では、２０１３年から実際の

建設工事現場に職員を派遣し、現場作

業員とともに様々な観察・計測プログ

ラムを実施している。１人の現場作業

員に１人の OPPBTP 職員がはりつき、

作業内容、時間、姿勢、地盤状況（平坦、

傾斜、凹凸等々）、心拍数、粉じん、温

度、湿度、振動等々を観察・計測する。 
• 手順としては、まず、専門とする業界団

体（例えば、コンクリート業界等）を選

定し Professional Study Executive Group
を立ち上げる。次に、建設現場を選定し、

観察・計測を実施し、それらのデータを

分析する。さらに、データの妥当性を検

証し、データを共有、業界団体へ還元す

る。 
• 測定方法としては、２１のファクター

を用いて活動の量と質を観察する。お

よそ３つの建設工事現場で測定を実施

し、１つの建設工事現場において２日

間の観察・計測を実施する。作業員だけ

でなく、職長や所長にもインタビュー

する。現場に応じた適切な方法を模索

する。 
• ２１のファクターには、Organization（組

織）、Env.&Risques（環境とハザード）、

Activite Physique（物理的な作業）、

Activite Mentale（精神的な作業）のカテ

ゴリーに分かれている。例えば、組織に

おいては、元下体制、現場組織、安全管

理体制、福利厚生、作業員のステータス。

環境とハザードにおいては、騒音、照明、

天気、化学的なリスク、安全な作業環境、

ハザード、過度の負担。物理的な作業に

おいては、手作業、物理的な労力、身体

的な姿勢、手作業を含めた/含めない動

き。精神的な作業においては、危険予知、

コミュニケーション、共同作業、自主性。 
• 安全衛生だけでなく、生産性、効率性、

品質を向上させるべく、このようなプ

ログラムを実施している。 
 
⑤フリーディスカッション 
• Exoskeleton について、建設現場への導入

を目指しているが、現状の Exoskeleton で

はまだまだ課題が山積しており、今後も

改良が必要である。INRS と少し共同して

いる。ただし、 INRS は現段階では

Exoskeleton の導入に反対である（改良が

必要であるとの認識）。 
• Excel software を用いて、安全衛生だけで

なく、生産性、効率性、品質向上を目的と

して建設工事に係わる支出と収入を比較

し、安全衛生への投資が結果的に生産性、

効率性、品質向上につながることを示し

ている。 
• フランスでもリスクマネジメントを実施

する。日本と同様に５ステップの流れに

沿って企業単位で全てのリスクを洗い出

し、リスクマネジメントを実施している。

企業単位の場合は Unique risk management
と呼び、現場単位の場合は Specific risk 
management と呼称する。 

• 80％がユニークドキュメントを作成して

いるが、単に書類作成になってしまうこ

とがある。 
 
（４）ショッピングセンターの拡張工事現
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場の見学 
日時：２０１７年１１月３日（金）午前 
現場の概要：ショッピングセンター レジ

ャー施設拡張工事（６万㎡）。18 スクリーン

のシネコン、フードコート、駐車場等を設置

する。地上３階、地下２階 
発注者： 
施工者：（1999 年設立）、建設とエネルギー

の２つの部門を持つ。36 の事業所があり、

年商７億ユーロ。社員数 2014 名。住宅、シ

ョッピングセンター、データセンターなど

の建築が主だが、土木工事でも鉄道等の建

設も行っている。 
見学した工事の概要： 
• メタルシャトリングパネルを型枠とした

コンクリート壁の施工。3 つのタワークレ

ーン＋たまに移動式クレーン（ビーム

用？）も使用するそうである。コンクリー

トの量が大きく、渋滞等で運ぶことが困

難なため現場にプラントがある。 
• G.C.C.には全社で７人の中心となる安全

衛生担当者がおり、それぞれ 10～２０件

ぐらいの現場を回って指導している。今

回は、本現場を含むパリ近郊の 20 現場の

担当者、同じく 10 現場の担当者が立ち会

った。また、本現場専任の担当者も 1 名お

り、同じく立ち会った（各現場に 1 名ずつ

いるとのこと）。 
• G.C.C.のスタッフは７０人、現在は下請け

の作業員を合わせて 140 人だが、スラブ、

鉄骨組み立て時がピークで 240 人になる。 
• 現場リーダーが月曜に 15 分の box-

Meeting を行う。 
• 月 2 回、本社の安全衛生担当の取締役に

状況を報告する。 
• ユニークドキュメント、スペシャル RA も

ある。施工のプロセルに応じたリスクア

セスメント表も作成していた（参考資料

参照）。 
• 新規入場者に対して、必ず教育を行う。こ

の現場用の簡単なテキスト（30 ページ程

度）を作っていた。 
• プレハブだが工事規模に対して、大きな

仮設棟を建てており、事務所、作業員の休

憩所ロッカー（乾燥機入り）シャワー、ト

イレが完備されていた。宿泊もできるら

しい。 
• 金曜の夜のためにバーベキューの焚き木

が用意されていた。昼には点火準備が始

まっていた。 
見学して気づいた点： 
• 合板を切るカッターに、切りくずを吸い

取る吸引器（除塵器付）がついていた。 
• ラダー足場が使用されていたが、内側を

上っていた。また、作業床にはハッチがあ

り、開口部を作らない工夫がなされてい

た。 
• 手すり先行工法に似た、くさび緊結式足

場が使用されていた。ただし、手すりが非

常に重く、手すり先行ができるかどうか

疑問である。 
• 手すりがある場所ではハーネスなし。組

み立て中の足場では、2 丁掛けハーネスを

していた。（基本的に、墜落の危険がない

ので、GCC はハーネス安全帯を用意して

いないとのこと） 
• 安全帯がなくても、工具をぶら下げる袋

をベルトにつけていた。 
• 作業通路なし、５S ダメ、煩雑に作業が行

われていた。 
• 開口部の手すりが 1m なかった（規則上は

1.1m のようである）。 
• 外国人労働者は字が読めないので、ピク

トグラムを使う。 
• 現場の照明が LED ライトのみで夕方の照

度が足りない気がした。 
• 10 メートルの高さのコンクリート壁は、

専用のメタルフォームを用いて、一度に

コンクリートを打ってしまうとのこと。

専用のメタルフォームは安全が担保され

るように機能的に作られていた。 
• 脚立、はしごの使用は禁止されていた。 
• 発注者側からの安全衛生調整者はいるが、

発注者に対してなにも言ってくれないと

のこと。 
 
（５）ビルのリニューアル工事現場の見学 
日時：２０１７年１１月３日（金）午後 
現場の概要：古い建物の外壁を残したリニ

ューアル工事 
発注者： 
施工者：元請け、下請け（解体、リノベーシ

ョン工事専門業者）他、不明（要確認） 
見学した工事の概要： 
• 古い建物の外壁を残したリニューアル工

事で一部全解体後、新築工事。外壁を残し、
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中身を壊して建て替えるものである。古

い塗装の鉛の除去も行われていた。施工

者の安全衛生担当者、安全衛生調整者が

立ち会った。発注者の安全衛生担当者も

いるようで、現場ですれ違った。 解体工

事、骨格を作る工事費用として 300 億ユ

ーロ、内装に 200 億ユーロ、かけるとのこ

と。 
• 建物内部に巨大な空間を設け、周りに高

級店を配置する豪華な建築物となる予定

だそう。同時に施工しているホテルも一

流ホテル。場所もノートルダム寺院がそ

ばにある一等地。 
• 工事区域内のマンション（買収に応ぜず、

工事中も住み続けている）を残しての工

事なので、大変だとのこと。（騒音、振動、

変形、倒壊防止） 
• 現在、500 人。最大で 1000 人の作業者が

入る。1000 人分のロッカー（乾燥機付き）

を用意している。シャワー、休憩室、簡単

な調理施設があった。 
見学して気づいた点： 
• ロープアクセス作業が行われていたが、

命綱が 1 本であった。わが国では２本必

要とされ、非常に危険であると感じた。 
• ５S はそこそこであった。 
• 鉛除去現場は厳重に覆われていた。旧建

物のビームの塗装がエッフェル塔と同時

代に作られたため、エッフェル塔と同じ

く塗装に鉛が含まれている。作業員用に

靴の底を洗う水槽（深さ３センチ程度）と

手洗いが用意されていた。「住民への影響

をなくすため」と言っていた。鉛除去作業

者への対策は聞き漏らした。 
• 手すりがきゃしゃに見え、心配であった

（もたれかかったら、倒れそうであった）。 
• 開口部に手すりがないところは見当たら

なかった。 
• クレーン作業のリーダーを決めて配置し

ている（ヘルメットの模様で識別できる

そう）。 
• タワークレーンの 2 日間の研修を受講さ

せたものから、専任しているとのこと。 
現場に入るために、安全靴、ヘルメット、手

袋、メガネ、耳栓が必要。 
 
 このように仏国の安全衛生機関及び団体

との意見交換に加え、建設工事現場を見学

した結果として、法律の上では発注者及び

設計者の役割が規定されているものの、実

態は日本と大差なく、施工者が安全衛生マ

ネジメントの役割と責務を多く担っている

という印象を受けた。また、安全衛生調整者

という役割を設けているが、今回の調査で

は発注側に偏っているという意見が聞かれ、

リスク除去又は低減といった措置に対して、

施工者と同様の意識とモチベーションを共

有するに至っていない印象を受けた。 
 
Ｄ．考察 
 
以上を鑑みると、海外の行政施策等をそ

のまま日本に適用できるとも限らない。重

要なことは、これまで築きあげてきた日本

の安全衛生の利点を失わず、海外の利点を

日本独自の形に修正を加えつつ取り入れる

ことである。日本と海外ではその文化や考

え方が異なるからである。どのようにすべ

きか、これから日本全体で模索していかな

ければならないが、例えば一つには中央労

働災害防止協会が掲げるゼロ災運動

（http://www.jisha.or.jp/zerosai/zero/file01.htm
l : 中央労働災害防止協会のサイトへ）を施

工者間で留めるのではなく、設計者、発注者

まで拡張することも考えられる。つまり、発

注者、設計者が施工、供用、維持管理、解体

又は改修といった一連の建設プロジェクト

の流れの中で安全衛生に積極的に関与する

ことである。それらの安全衛生を企画、設計

段階から連絡協議会等において具体的に考

えることが重要である。 
日本はこれまでも様々な事柄に対し、海

外の国を参考にしつつ、より良いものを生

み出してきた。安全衛生の文化（Health & 
Safety Culture）も日本独自のより良いものを

建設できると信じている。 
 
Ｅ．結論 

 
海外の建設業における安全衛生の考え方

を調査するため、海外、特にヨーロッパの安

全衛生機関等を訪問し、行政施策等の効果

を調査した。調査の結果、発注者、設計者、

施工者、作業員が一体となって、建設プロジ

ェクトにおける設計、施工、供用、補修、解

体といった一連の流れの中で、共同で安全
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衛生に取り組み、成果を挙げていることが

明らかとなった。 
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第３章 建設業における計画・設計段階か

ら考える工事安全の事例調査と死亡災害の

傾向分析 

 

Ａ．研究目的 

我が国における工事安全の検討は、通常

施工計画を立てる段階から行われている。

これに関し、海外に目を向け、工事安全を

検討する時期について実態調査を実施して

いる。その結果、例えば米国では、建設プ

ロジェクトのリスクやハザードについて設

計段階から検討することにより、これらを

最 小 限 に で き る と い う 考 え 方 、 PtD
（Prevention through Design）を提唱している

ことがわかった。また、英国では、建設（設

計・マネジメント）規則（Construction (Design 
and Management) Regulations、 CDM）によ

り計画・設計段階から工事安全の検討を行

うことが義務化されていることや、それに

基づき 2012 年ロンドンオリンピック・パラリ

ンピック関連工事では、発注者、設計者、施

工者、労働者が一体となり工事安全を検討

した結果、工事期間中の死亡災害が 0 であっ

たなど大きな成果が得られていたこと等を明

らかにした。 
以上の調査結果で得られた海外の好事例

については、我が国への導入を提言してき

た 1,2,3)。平成 28 年 1 月から厚生労働省によ

り開催されている、2020 年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会 大会施設工

事安全衛生対策協議会においては、当研究

所の調査結果が参考にされている。 
これらの調査結果は他にも参考にされて

おり、土木学会安全問題研究委員会土木工

事の技術的安全性確保・向上検討小委員会

では、平成 28 年 12 月 1 日に発注者、設計

者、施工者、労働者が一体となって工事安

全の検討を行うことを提言 4)している。さ

らに、平成 28 年 12 月 16 日に、「建設工事

従事者の安全及び健康の確保の推進に関す

る法律」が制定され、建設工事の請負契約

において適正な請負代金の額、工期等が定

められること、建設工事従事者の安全及び

健康の確保に必要な措置が、設計、施工等

の各段階において適切に講ぜられること等、

計画・設計段階から工事安全の検討を行う

ことが規定されている。 
しかし、我が国においては計画・設計段

階から工事の安全を検討された例は少なく、

実際に導入するためには海外の事例等を調

査し我が国の適用を検討する必要がある。

そこで、本研究では、米国の PtD の事例と

英国のロンドンオリンピック・パラリンピ

ック関連工事の事例を調査し、好事例を得

ることを目的とした。 
また、このような対策を施した場合、我

が国でどのような効果が得られるかを今後

評価するための基礎資料を得るため、建設

業における死亡災害の傾向分析を行った。 
 
Ｂ．研究方法 

(1)米国の PtD の事例調査 
米国の PtD の調査は、米国労働安全衛生

研究所（National Institute for Occupational 
Safety and Health、 NIOSH）や新しい World 
Trade Center の建設安全責任者、PtD の研究

者らと PtD 会議を実施して行った。その状

況を写真-1 に示す。 
 

写真-1  PtD 会議の様子 
 

(2)英国の 2012 年ロンドンオリンピック・パ

ラリンピック関連工事の事例調査 
 英国の調査は、昨年度、英国の安全衛生

研究所（Health & Safety Laboratory、HSL）
において実施した調査で得られた資料の中

から、2012 年ロンドンオリンピック・パラ

リンピック関連工事における CDM2017 の

適用事例に関する文献 5)を中心に調査した。 
 
(3)建設業における死亡災害の傾向分析 
 図-1 は、主要 5 か国における建設労働者

10 万人当たりの死亡者数の推移を調べたも

のである。図-1 より、世界のトップである

英国と較べると日本の死亡者数は英国の約

3 倍であることがわかる。 



26 

 しかし、 
①10 万人当たりの死亡者数の視点のみで、

各国の安全性の程度を比較・評価するのは

妥当ではないと考えられる。 
②諸外国と比較して、我が国の施工スピー

ドは速いと考えられる。その中での災害発

生率を平等に評価できないか。 
③諸外国と比較しての一事業現場での労働

者数にも差異があるのではないか。 
④そもそも物価の差異が大きいのではない

か。 
との疑念があり、各国の評価および我が国

の政策の効果を評価するうえで、これらの

影響をできるだけ排除する必要がある。 
そこで、その基礎資料を得ることを目的

として、建設投資額にどの程度の労働力が

つぎ込まれたのかを一つの指標として、我

が国の過去 20 年間程度の死亡者数と比較

した。 
 
Ｃ．研究結果 

(1)米国の PtD の事例調査 
 PtD は、施設や設備の建設、製造、使用、

保守、廃棄に関連した危険とリスクを最小

限にすることを目的とし、設計の段階から 

 
写真-2  安全帯取り付け金具 6) 

 
労働災害の防止を考慮するという概念であ

る。その結果、最終的には建設プロジェク

ト全体のコストも減少するというものであ

る。 
具体的には、写真-2 に示すように、維持

管理等まで考えて安全帯の取り付け金具を

あらかじめ構造物に取り付けるように設計

することや、写真-3 に示すようにプレハブ

化して施工できるように設計すること等で

ある。これらは、我が国でも類似の事例が

多くあり導入しやすい考え方である。ただ 
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図-1 主要 5 か国における建設労働者 10 万人当たりの死亡者数の推移 



27 

 
写真-3  プレハブ化した階段 6) 

 
し、全て設計段階で検討されたものであり、

施工段階で検討するよりもより安全に安価

にできると考えられる。 
 
(2)英国の 2012 年ロンドンオリンピック・パ

ラリンピック関連工事の事例調査 
2012 年ロンドンオリンピック・パラリン

ピック関連工事（写真-4 参照）においては、

設計上の決定に起因するリスク低減対策

（多くの場合、施工者と協力して取られた）

を検討したとのことであった 5)。主な事例と

して、以下の対策が実施されていた。 

 
写真-4  ロンドン郊外のオリンピックパーク 
 

•橋の張り出し架設の採用：高所作業および

過度なコンクリートへの穴あけを回避する

ため。 
•維持管理のための通路の設置：設計の時に

組み込まれた。 
•ユニット化して工場等での現場外組み立

てを増やす：高所作業を含む現場での建設

作業を最小限に抑えるため。 
•鉄鋼業者との早期関与：施工性の強化を行

うためであり、これによって、組み立て・

施工に係る時間を節約し、組み立て・施工

リスクへの暴露を軽減した。 
以上の実現のために、設計が何度も変更

されたとのことであるが、我が国での過度

の設計変更は現状では困難と思われる。な

お、設計でリスク低減対策を検討したこと

により、以下のメリットがあったとのこと

である。特に、後者はメリットが大きいと

考えられる。よって、計画・設計段階での

工事安全の検討を我が国でも導入すれば、

リスク低減効果は大きいと考えられる。  
•当初の計画と比較して、リスクを低減する

施工または運用方法の選択につながった。 
•オリンピック・パラリンピック終了後の継

続利用に関する運用、アクセス（通路）お

よび維持管理問題も重要視された。これに

より、終了後の施設存続期間にわたるリス

クが低減した。 
 
(3)建設業における死亡災害の傾向分析 
建設投資額にどの程度の労働力がつぎ込

まれたのかを表す指標として、建設投資１

兆円あたりの建設作業員数を用いることと

した。 
図-2 は、建設業における過去 20 年間の死

亡災害件数と、建設投資１兆円あたりの建

設作業員数との関係を示したものである。

両者の間に、強い相関関係（R2=0.937）が

みられた。この結果より、建設投資額に対

する労働者数の割合が減少するほど、死亡

災害が多くなる傾向を示しているといえる。

非常に相関が高いため、この関係は我が国

だけではなく他の国にも当てはまるのでは

ないかと考えられる。 
ただし、平成 25 年と平成 26 年ではこの

相関関係が大きく崩れており、従来の傾向

に比べ死亡災害が発生しにくくなったと考

えられる。その要因は、今後の検討課題と
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した。 
 
Ｄ．考察 
 当研究所において平成 29 年 2 月 15-16 日

に「労働安全衛生に関する国際ワークショ

ップ（IWOSH2017）」が開催された。 
本ワークショップは、英国及び米国の労

働安全衛生政府機関の専門家と我が国の専

門家が一堂に会して、「労働安全衛生におけ

る許容される Risk の考え方－安全目標の考

え方」を中心に各国の考え方や政策につい

て討議し、今後の労働安全衛生対策の方向

性等について検討することを目的として開

催したものである。その中で、米国の PtD
と英国の 2012 年ロンドンオリンピック・パ

ラリンピック関連工事の安全衛生等、本研

究に関連性のある講演が行われた。講演終

了後、全体討論を行い、本ワークショップ

の成果として、今後の労働安全衛生対策の

方向性等について次の事項の必要性を確認

した。 
 
•リスクゼロを目指すべきではあるがリ

スクは必ず存在するものなので、許容でき

るリスクを設定して、合理的に実行可能な

範囲でできる限りリスクを低減すべきであ

る。 
•建設や化学産業等、日本では施工時や運

用時のリスクアセスメントが中心であるが、

できる限りリスクを低減するために英国の

CDM や米国の PtD のように、計画や設計

段階からリスクアセスメントを実施する必

要がある。 
•それと同時に、KY 活動等によるボトム

アップ型の安全活動は、リスクアセスメン

トのようなトップダウン型の労働安全衛生

対策にはない利点があるため、両者をうま

く融合していくことも重要である。 
•労働災害の原因調査、ハザード評価はリ

スクを特定し対策を検討するためにも非常

に重要である。 
•労働者の高齢化が進んでいる現状を踏

まえ、今後は、若年労働者の対策に加え、

高齢者の労働災害を考慮した安全衛生対策

を検討する必要がある。 
 

図-2 建設業における過去 20 年間の死亡災害件数と 

建設投資１兆円あたりの建設作業員数との関係 



29 

以上のように、計画・設計段階からリスク

アセスメントを行う必要性が提言された 7)。 
 

Ｅ．結論 
 
本研究では、米国と英国における、計画・

設計段階から工事の安全を検討した事例を

調査した。その結果より、計画・設計段階

での工事安全の検討を我が国でも導入すれ

ば、リスク低減効果は大きいと考えられる

好事例が得られた。さらに、当研究所で開

催された「労働安全衛生に関する国際ワー

クショップ（IWOSH2017）」においても、計

画・設計段階からリスクアセスメントを行

う必要性が提言されており、本研究の結果

が改めて確認された。 
また、死亡災害件数の傾向分析の結果、

建設投資１兆円あたりの建設作業員数との

間に非常に高い相関関係が見られた。 
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第４章 食品加工用機械における好事例の

収集と安全意識や安全対策の変化の調査 

 

Ａ．調査の目的  
 

 食品加工用機械については、平成 25 年 10
月に、作業の特性に応じた安全対策を義務

付けた労働安全衛生規則が施行された。本

調査の目的は、この規則改正に伴う、①食

品加工機械を製造する事業者、②食品加工

機械を使用する事業者、の好事例を収集し、

③労働災害の減少、を図るために、これら

の好事例を水平展開するための方法を考察

するものである。 
   
Ｂ．研究方法 
 
 好事例の水平展開に期待されることは、

食品加工機械ごとに、それが好事例に該当

するもの（労働安全衛生規則に則った安全

対策が実施されている食品加工機械）なの

か、そうではないものなのか（対策が施さ

れていない食品加工機械）を、使用者が識

別できる手段の提供である。 
 特に、平成 25 年以後しばらくの間は、労

働安全衛生規則に則った安全対策がなされ

た食品加工機械と、対策が実施されていな

い食品加工機械とが、市場に混在すること

が予想される。さらに、食品加工機械は中

古品がインターネット市場で広く流通して

いること、海外からの輸入品も多いという

特徴から、混在状況が長く可能性も否定で

きない。 
 こうした状況に対し、好事例の水平展開

として識別手段を提供することは、食品加

工用機械を製造する事業者および使用者の

双方にとって有益なことと思われる。その

理由は、製造事業者においては、安全対策

を施した自社製品とそれ以外の製品との差

別化を図ることにつながり、使用者にとっ

ては、安全対策について十分な知識を持っ

ていない担当者であっても、容易に安全対

策が施された機械を選定することができる

ようになるからである。 
 そこで、本研究では、まず、労働安全衛

生規則に則った安全対策をしていることの

情報表示についてインターネットを活用し

て調査を行う。つぎに、この調査に基づい

て、行政が好事例を収集し公開する際の問

題を考察する。 
 
Ｃ．労働安全衛生規則に則った安全対策を

していることの情報表示の調査 
 
１）調査対象機器の選定 
食品加工機械による労働災害は、食品製造

業だけでなく食品スーパー等の小売業でも

多発していることから、小売業等で多用さ

れる食品加工機械を調査対象とした。具体

的には、小売業では、機械設備の安全技術

に詳しい者が事業場におらず、使用事業場

における設備の改善等はほぼ行われないと

みられることから、カタログ等に掲載され

ている量産型機械として、１枚ずつスライ

スする方式のパンスライサーを選定した。 
２）調査の方法と意図 
 調査では、インターネットを利用し、食

品加工機械のカタログ等での安全対策に関

する情報の有無を調査した。この調査の意

図を以下に述べる。 
 ・小売業等で使用される、食品加工用機

械で安全対策が実施されるためには、まず、

当該機械を製造販売する事業者が、平成 25
年に改正された労働安全衛生規則に対応し

ていることが求められる。  
 ・食品加工用機械の購入を検討している

事業者が、製品を探す手段として、インタ

ーネットを利用することが想定される。 
 ・食品加工用機械の製造事業者によれば、

食品加工用機械は、中古品販売会社が整備

を済ませた中古品が、インターネット上で

多数販売されているが、これらの機械は一

般的に、メーカの保証対象外であることか

ら、中古品の安全対策が潜在的に問題とな

っている、とのことである。このため、安

全対策に関する情報提供は、特にインター

ネット上においては重視すべきと思われる。 
 ・この情報提供に関して、一般工作機械

等を製造販売する事業者では、参考にすべ

き取組みがなされている。安全対策が先行

して実施されている、プレス機械等では、

インターネット上に掲載されている製品案

内に、安全対策に関する情報が、併記され

ている。このため、購入を予定している事
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業者は、この情報を用いて、当該製品の安

全対策の情報を知ることができ、なおかつ、

事業者が自らの責任で実施しなければなら

ない、安全措置の情報も得ることができる。 
 ・これより、食品加工用機械を紹介する

インターネット上のサイトにおいて、こう

した安全上の情報が製品の仕様と共に掲載

されているならば、規則改正の効果が目に

見える形で表れていると考えられる。 
 
Ｄ．情報表示に関する調査結果と考察 
 
１）インターネット調査の結果 
 製パン機械等で、先進的に安全対策に取

り組んでいる製造事業者を選定し、インタ

ーネット上に掲載されているカタログ等を

調べたが、労働安全衛生規則に則った安全

対策を食品加工用機械に実施していながら

も、そのことが、情報として明確に記載さ

れていなかった。この理由として、対策が

施されていない旧型の機械も、販売してい

るため、そうした表示がしづらいものと思

われる。 
 安全対策に関する表示がない場合、労働

安全衛生規則にて、安全対策として何が求

められているか、その技術的側面まで知っ

ている者にとっては、機械の説明と概観な

どから、労働安全衛生規則を満たしている

ことを推測することができる。しかしなが

ら、技術に詳しい安全管理者がいない小売

業等の事業場では、この判断は難しい。 
２）労働安全衛生規則に準拠した機械であ

ることを表示することの利点 
 改正された労働安全衛生規則に則り、安

全対策を実施した機械であることが、カタ

ログ等に明記されていれば、安全技術に詳

しくない者でも、適切に機械を選定するこ

とができる。加えて、残留リスク情報の提

示とあわせて、機械の使用事業場において、

どのような安全措置が求められるか、簡易

的にでも情報が掲載されていれば、食品加

工用機械を使用する事業者に、労働安全衛

生規則に基づく事業場での安全対策の必要

性を周知することが可能となる。 
 この情報の表示は、安全対策が施されて

いない旧型の機械との差別化が生ずること

を意味するが、インターネット市場に流通

している中古品との差別化を図ることがで

きる利点はあると思われる。 
３）情報表示による水平展開の促進 
 情報の表示の仕組みは、好事例（適切な

安全対策が実施された機械）と対策が実施

されていない機械との識別を容易にするこ

とから、安全な機械の周知と普及を促す効

果があることが予想される。 
 
Ｅ. 行政が好事例を収集し公開する際の

問題の考察 
 
 安全衛生規則に則った安全対策がなされ

ていると思われる食品加工用機械を収集し、

調査を実施しているが、これらを好事例と

して国内で紹介し、水平展開をはかる上で

下記の点が問題となることが明らかとなっ

た。なお、収集した食品加工用機械の製造

販売事業者名や機械の型番等を、本報告で

明記することは避ける。以下に問題の具体

事例を挙げる。 
 平成 27年に労働安全衛生規則が改正され

た際、食品加工用機械の安全対策事例とし

て紹介されたものに、両手操作式制御装置

がある １）。 
 食品加工用機械に施された、この両手操

作式制御装置について、工作機械等の安全

技術に詳しい専門家等からは、「（スイッチ

に細工をすれば）片手での操作が可能であ

ることから、安全上の懸念がある」との指

摘がなされている。この指摘は、プレス機

械等で使用される、両手操作制御装置

（JISB9712：ISO13851）を意識してのもの

であると思われる。 
 この、両手操作式制御装置に求められる

タイプについて、現在の行政施策の上では、

なにかしらの指定を行うことは出来ず（従

って、労働安全衛生規則に技術的要求事項

を明記することはできず）、リスクアセスメ

ントに基づいて製造事業者が自ら決めるこ

と、となっている。このときのリスクアセ

スメントにおいては、プレス機械等と比較

して、a)死亡などの重篤な労働災害が発生す

るリスクが小さい、b)作業頻度が少ない、

などを理由に、同期操作制御を必要としな

い、と判断することもあり得る。 
 また、食品加工用機械の安全対策の状況

に対して、安全の専門家の間には、全く別

の見方もある。代表的なものは、「食品加工



33 

用機械に対する、労働安全衛生規則による、

明確な工学的対策の実施は、始まったばか

りであり、これからの段階である。そのた

め、現時点で選択される安全対策の内容に

不足があっても、その対策が全くないより

は、良い」というものである。 
 こうした状況から推察されることは、行

政が好事例を収集し、それを水平展開（公

開）することは、製造事業者が自らの判断

で実施したリスクアセスメントの結果に対

して、行政がなにかしらの判断を示した、

と理解されることである。先の両手操作式

制御装置に関して言えば、これを労働安全

衛生規則に定められた機能を満たしている

“平成 27 年時点での「参考事例」”と見做

すのではなく、“労働安全衛生規則が認めた

「仕様指定」”と見做される可能性がある。 
 これより、好事例を収集し、公開するに

は、事例として選定した際の判断基準も併

せて示すことが求められる、といえる。 
 さらに、判断基準を示すことが必要とな

る、もうひとつの理由に、インターネット

の存在がある。インターネットには、情報

が複製され拡散される特性があるために、

インターネット上で過去に公開され、古く

なった好事例情報は完全に消すことができ

ない。安全に関する情報は、有効寿命が存

在することから 2)、好事例の内容が更新され

た場合には、以前の情報を消去し上書きし

なければならないが、実質的にこれは困難

であることから、時間の経過と共に、好事

例情報が蓄積され、新旧の情報が混在する

恐れがある。 

 このため、「好事例」として労働安全行政

が情報を公開する際には、①判断基準の明

示、②情報のライフサイクルの制御（専門

機関が管理する信頼のおけるサイト上にて

情報を管理しながら公開する。）ことが求め

られる。 
 
Ｆ．むすび 

 

 食品加工用機械の好事例を水平展開する

ための、新たな視点として、①労働安全衛

生規則に則った対策をしていることの情報

表示、②行政が好事例を収集し公開する際

の問題、について検討した。 
 ①に関する検討では、先駆的に食品加工

用機械の安全対策に取り組んでいる機械の

製造事業者を選定し、好事例と思われる機

械のカタログ等を調べた。この結果、安全

技術に詳しい者は、労働安全衛生規則に則

った対策が実施されていることを情報から

推測できるものの、安全技術に詳しい者の

少ない小売業等での事業者にとっては、そ

の判断が難しいことが予想された。 
 ②に関する検討では、機械の製造事業者

の判断（リスクアセスメント）によってな

される安全対策に対して、労働安全行政が

好事例として公開する際には、判断基準を

示すことが求められることを示した。 
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